






















































　⑵　産業廃棄物の環境負荷集約度＝ 粗鋼 1 トンあたりの産業廃棄物最終処分量（産業廃棄物最
終処分量／粗鋼生産量）
　⑶　追加的対策費用の累積額＝（WPS2011 × SPV2011 × CPW2011）
　　　　　　　　　　　　　　　＋（WPS2011 × SPV2012 × CPW2012）
　　　　　　　　　　　　　　　＋（WPS2011 × SPV2013 × CPW2013）…
　　　　　　　　　　　　　　　＋（WPS2011 × SPV2015 × CPW2015）







2011 年度から 2015 年度までの 5 年間の粗鋼生産量が延 3,697 万トン，副産物発生量が延 2,611















鋼部門のものに限定して用いる。分析データの集計対象期間は 2011〜2015 年度の 5 年間で，
データ集計範囲は，つぎのとおりである。













　図表 1 は，神戸製鋼における廃棄物最終処分量，粗鋼 1 トンあたりの廃棄物最終処分量および
対 2011 年度比の経年変化を示したものである。
図表 1　神戸製鋼における産業廃棄物最終処分量の推移
項目／年度 2011 2012 2013 2014 2015
粗鋼生産量（万トン） 722 705 768 754 748
産業廃棄物最終処分量（万トン） 16 16 10 8 9
粗鋼1トンあたりの産業廃棄物最終処分量（トン） 0.022 0.023 0.013 0.011 0.012
対 2011 年度比 100％ 102％ 59％ 48％ 54％
出所：神戸製鋼グループ『環境・社会報告書』各年度版のデータに基づいて算定・作成
　図表 1 においては，つぎの 2 つの特徴に注目したい。
　第 1 に，神戸製鋼の産業廃棄物最終処分量は，2011 年度の 16 万トンから 2015 年度の 9 万ト
ンに，著しく減少し改善した。同期間を通して，全体的に産業廃棄物最終処分量の低減改善が確
認できた。
　第 2 に，粗鋼生産量の経年変化を考慮した産業廃棄物の環境負荷集約度の指標である「粗鋼 1
トンあたりの廃棄物最終処分量」は，2011 年度の 22kg から 2015 年度の 12kg に，約 46％の顕
著な低減改善が実現していることがわかった。特に，2014 年度の改善はもっとも顕著であり，









　図表 2 は，神戸製鋼における副産物発生量，粗鋼 1 トンあたりの副産物発生量および対 2011
年度比の推移を示したものである。
図表 2　神戸製鋼における副生物発生量の推移
項目／年度 2011 2012 2013 2014 2015
粗鋼生産量（万トン） 722 705 768 754 748
副産物発生量（万トン） 531 491 553 528 509
粗鋼 1 トンあたりの副産物発生量（トン） 0.73 0.70 0.72 0.70 0.68
対 2011 年度比 100％ 95％ 98％ 95％ 93％
















　図表 3 は，神戸製鋼の資源循環対策投資額と費用額，粗鋼生産 1 トンあたりの関連対策費用
額，産業廃棄物最終処分 1 トンあたりの関連対策費用額およびその対 2011 年度比の経年変化を
示したものである。
図表 3　神戸製鋼における資源循環対策投資額・費用額の推移
項目／年度 2011 2012 2013 2014 2015
粗鋼生産量（万トン） 722 705 768 754 748
産業廃棄物最終処分量（万トン） 16 16 10 8 9
資源循環対策投資額（億円） 0.4 8 1.33 2.42 －
資源循環対策費用額（億円） 108.1 124.8 102.6 104.61 118.14
粗鋼 1 トンあたりの資源循環対策費用額（万円） 0.15 0.18 0.13 0.14 0.16
対 2011 年度比 100％ 118％ 89％ 93％ 105％
産業廃棄物最終処分 1 トンあたりの資源循環対策
費用額（万円）
6.76 7.80 10.26 13.08 13.13
対 2011 年度比 100％ 115％ 152％ 194％ 194％
出所：神戸製鋼グループ『環境・社会報告書』各年度版のデータに基づいて算定・作成
　図表 3 からはつぎの特徴が見られる。
　第 1 に，同社の資源循環対策投資額は 2011 年度から 2015 年度まで，累計 12 億円超となって
おり，年平均投資額は，約 2.4 億円の計算となる。




たりの資源循環対策費用額」の指標で分析すると，2011 年度には約 6.7 万円であったのに対し








環対策および投資を行わず，産業廃棄物の環境負荷集約度が 2011 年度水準（粗鋼 1 トンあたり
の産業廃棄物最終処分量が 22kg）に停滞していると仮定した場合の対策費用の増加額を試算し
た。その結果，2012〜2015 年度における産業廃棄物対策費用の試算額は，2012 年度が約 121.9
億円，2013 年度が約 174.6 億円，2014 年度が約 218.5 億円，2015 年度が約 217.6 億円，であっ
た（3）。各年度の実際の発生額と比較してその増加額と試算すると，2012 年度が約－2.9 億円，
2013 年度が約 72 億円，2014 年度が約 113.9 億円，2015 年度が約 99.4 億円，4 年間合計は約


















（ 1 ） 神戸製鋼『環境・社会報告書 2011 年版』P. 27-28 を参照。
（ 2 ） 神戸製鋼『環境・社会報告書 2011 年版』P. 32 を参照。同社の環境会計情報においては，資源循環
対策のための経費が「廃棄物リサイクル・処理費」と記載されている。
（ 3 ） 試算方法は以下のとおりである。
  　 粗鋼 1 トンあたりの産業廃棄物最終処分量 （2011 年度値） ×粗鋼生産量 （2012 年度値） ×産業廃
棄物 1 トンあたりの対策費用（2012 年度値）
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